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温室効果ガス排出の測定にあたり 

サステナビリティ関連財務開示の報告期間と異なる算定期間の情報を 

使用することができる特定の状況 

2025 年 6月 30日公表 

目 的 

1. 本文書では、温室効果ガス排出の開示にあたり、サステナビリティ関連財務開示（及び関連する

財務諸表。以下同じ。）の報告期間と異なる算定期間の情報を使用することができる特定の状

況に関して、参考となる情報を提供することを目的としています。 

 

キーワード 

サステナビリティ関連財務開示の報告期間と異なる算定期間、報告企業 

 

何が求められているのか 

2. サステナビリティ関連財務開示は、関連する財務諸表に含まれる情報を補足し、補完するものとさ

れているため、SSBJ基準では、サステナビリティ関連財務開示の報告期間について、関連する財務

諸表の報告期間と同じとすることを求めています。 

サステナビリティ開示基準は、関連する財務諸表と同じ報告期間を対象としなければならない。た

だし、サステナビリティ開示基準において別段の定めがある場合、当該定めが優先して適用され

る。（適用基準第 68 項） 

3. したがって、気候基準に基づき開示する温室効果ガス排出についても、サステナビリティ関連財務開

示の報告期間に係る温室効果ガス排出を測定することになると考えられます。 

 

温室効果ガス排出の測定にあたり、サステナビリティ関連財務開示の報告期間と異なる算定期間の

情報を使用することができる場合 

4. 一方、温室効果ガス排出を測定するにあたり、バリュー・チェーン上の各企業から入手した情報を用

いることがあり、その情報の算定期間が、報告企業のサステナビリティ関連財務開示の報告期間と

異なる場合があります。 

5. そのような場合、例えば、バリュー・チェーン上の企業は、報告企業に含まれる子会社に比べ、通常、

数が多く、適時に直接的に情報を入手することが難しいこともあり、バリュー・チェーン上の各企業の

温室効果ガス排出に関する情報を報告企業の開示に用いるにあたり、容易に利用可能でないこと

があると考えられます（気候基準 BC173 項）。 

  



 

2/3 

SSBJハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局がSSBJ基準を利用される方の便宜を考慮して作成

したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 

また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

6. このため、気候基準では、温室効果ガス排出の測定にあたり、バリュー・チェーン上の各企業から入

手した情報の算定期間が報告企業の報告期間と異なる場合で、一定の要件をすべて満たすとき

は、報告企業の報告期間とは異なる算定期間における情報を使用することを認めています。 

第46項(1)の温室効果ガス排出に関する開示を行うための温室効果ガス排出の測定にあたり、

バリュー・チェーン上の各企業から入手した情報の算定期間が報告企業の報告期間と異なる場

合で、次のすべての要件を満たすときは、当該情報を使用することができる。（気候基準第 64 項） 

(1) 過大なコストや労力をかけずに利用可能な、バリュー・チェーン上の各企業の最も直近のデー

タを使用する。 

(2) バリュー・チェーン上の各企業から入手した情報の算定期間の長さが、報告企業の報告期

間の長さと同じである。 

(3) バリュー・チェーン上の各企業から入手した情報の算定期間の末日と、報告企業の財務報

告書の報告期間の末日との間に発生した、報告企業の温室効果ガス排出に関連する重

大な事象又は状況の重大な変化がある場合、その影響を開示する。 

7. ここで、バリュー・チェーン上の企業には、下図のように、上流での活動を行う企業や、下流での活動

を行う企業が含まれると考えられます。 

 

出典：環境省「環境報告のための解説書～環境報告ガイドライン 2018 年版対応～詳細解説」をもとに作成 

8. この点、SSBJ基準では、連結財務諸表に含まれる親会社の財務情報の報告期間と子会社の財

務情報の報告期間が異なる場合、サステナビリティ関連財務開示に取り込む親会社及び子会社

のサステナビリティ関連財務情報の報告期間は、それぞれの財務情報の報告期間と同じ期間を対

象にすることになると考えられるとしています（適用基準 BC131 項）。このため、気候基準第 64 項

の定めは、子会社から入手する情報には適用されないと考えられます。 

9. また、バリュー・チェーン上の各企業から、温室効果ガス排出量に関する情報を入手する状況は、ス

コープ 3 温室効果ガス排出の場合だけではないと考えられます（気候基準 BC174 項）。この点、用

いる測定アプローチによっては、報告企業の投資先（報告企業が株式を保有する、子会社以外の

企業）に関する温室効果ガス排出を、報告企業のスコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2

温室効果ガス排出に含めて開示することもあると考えられます。 
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10. 例えば、測定アプローチとして持分割合アプローチを採用している場合や、財務支配力アプローチを

採用し共同支配企業（50％）を有する場合、当該投資先に関するスコープ 1 温室効果ガス排

出及びスコープ 2 温室効果ガス排出を、報告企業のスコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2

温室効果ガス排出に含めて開示することになると考えられます。 

11. このような場合においても、子会社以外の投資先から、適時に直接的に温室効果ガス排出量のデ

ータを入手することが難しいことがあると考えられるため、気候基準第 64 項の定めが設けられている

と考えられます。 

 

関連する SSBJ ハンドブック 

 「法令に基づき報告する指標の算定期間が報告期間と異なる場合」 

 「バリュー・チェーンの範囲の決定」 

 「連結財務諸表に含まれる子会社の財務情報の報告期間と報告企業のサステナビリティ関連

財務開示の報告期間が異なる場合」 

 

SSBJ 基準の定めは、重要性がない項目に対して

適用する必要はないことにご留意ください。 

 

以 上 


